
令和５年度

地域中小企業人材確保支援等事業

（中核人材確保支援能力向上事業）

支援ネットワーク形成・担い手の支援能力向上の実践例

-切れ目なく地域で支える中核人材確保支援のカタチ -

（令和６年３月改定版）











第１章 中核人材確保支援能力向上事業の概要



１．地域における中核人材確保の現状と課題













２．事業の概要







(３)本事業における経営支援機関の顔ぶれ

 地域の経営支援機関は、公的な経営支援機関（以下、「公的支援機関」という）と民間の経営支援機関
（以下、「民間支援機関」という）に大きく大別され、本事業では主に以下の経営支援機関が支援ネットワーク
に参画しています。

 公的支援機関には、都道府県が設置するプロフェッショナル人材戦略拠点・よろず支援拠点のほか、外郭団体
（中小企業支援組織・産業振興組織等）、商工会・商工会議所などが主に挙げられます。

 民間支援機関には、地域金融機関（地方銀行・信用金庫等）や税理士・中小企業診断士、 NPO法人など
が主に挙げられます。
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民間の経営支援機関（民間支援機関）公的な経営支援機関（公的支援機関）

経営
支援
機関

特徴

商工会・
商工会議所

外郭団体
（中小企業支援
組織・産業振興機

関等）

プロフェッショナル
人材戦略拠点

よろず支援拠点
税理士・中小企業

診断士
NPO法人

地域金融機関
（地方銀行・信用

金庫等）

• 商工会は全国に
1,643カ所、約
4,100人の経営
指導員を抱える。

• 商工会議所は全
国に515カ所、
約3,400人の経
営指導員を抱え
る。

• 会員の多くが小
規模事業者で構
成される。

• 都道府県等の官
公庁から出資・
補助金を受ける
などして行政の補
完的な業務をお
こなう団体。

• 中小企業等の経
営力強化や創業
支援等の事業を
手掛け、様々な
分野の専門家を
抱える。

• 東京・新潟を除く
45道府県に設
置されている。

• 潜在成長力ある
地域企業に対し、
経営戦略の策定
支援や、民間人
材事業者等と連
携したプロフェッ
ショナル人材の確
保支援を実施。

• 47都道府県に
設置されている。

• 中小企業のあら
ゆる経営課題の
相談に対応して
おり、全国に約
800人のコーディ
ネーターを抱える。

• 税理士は、税の
専門家であり中
小企業を財務、
経営、金融、税
制の面から支援。

• 中小企業診断
士は、中小企業
の成長戦略策定
やその実行のため
の助言を行うなど
を主な業務として
いる。

• 非営利活動法
人として、社会貢
献活動や地域の
健全な発展に向
けた活動を行って
いる。

• 中小企業の経営
支援、まちづくり、
観光振興など
様々な分野を活
動目的とした団
体が存在。

• 2018年に人材
紹介業への参入
が可能に。

• 地域企業の経営
課題に対して、民
間人材事業者
等と連携して経
営幹部や専門人
材の確保支援を
実施。





(４)令和５年度事業における実証機関の取組概要

#
実証機関名
（５０音順）

実証内容
（取組概要）

1
公益財団法人大阪産業局
（以下、大阪産業局）

• 大阪産業局が運営するスタートアップ・エコシステム拠点都市「大阪スタートアップ・エコシステムコン
ソーシアム」の会員を中心にスタートアップを支援対象にした新たな中核人材確保支援のネット
ワークおよび持続的な仕組みの構築に取り組む。

２
人材ニュース株式会社
（以下、人材ニュース）

• 京都北部エリアの地域自治体の産業活性化策との連携しつつ、支援ネットワークを拡大し、独自
の「副業･兼業（＝都市部専門人材）」人材プールの形成に取組む。

３
有限責任監査法人トーマツ

（以下、トーマツ）

• 事業者向けに顧客発掘を目的としたワークショップ、人材マッチング手法の多様化を目的とした
ワークショップ等を経営支援機関の伴走支援の取組の中で実施し、支援ネットワークの自走体制
（マネタイズを踏まえた公的支援機関との連携強化含む）構築に取組む

４
株式会社パソナJOB HUB
（以下、パソナJOB HUB）

• 香川県で地域金融機関・商工会議所等と連携のもと、副業・兼業人材をテーマとした支援ネット
ワークの形成と人材プールの蓄積に取組む

５
PwCJapan有限責任監査法人

（以下、PwCJapan）

• 静岡県磐田市で、浜松いわた信用金庫との協働による公主導の支援ネットワークの構築および、
隣接都市(湖西市)への展開に取組む

６
公益財団法人ひょうご産業活性化センター

（以下、ひょうご産業活性化センター）

• 昨年度形成した支援ネットワークにおいて、特に信用保証協会、よろず支援拠点、商工会との連
携強化と昨年度実施した担い手育成プログラムのツール作成に取組む
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 令和５年度に選定・採択された実証機関の一覧とそれぞれの取組概要は以下の通りです。







第２章 本事業を通じて得られた要点・示唆



１．「支援ネットワークの形成・持続化」の要点・示唆



























 ネットワークの形成や持続化に必要な５要素（戦略、マーケティング、ナレッジ・ノウハウ、財源、共創関係）には
成熟度があり、それぞれで目指すべきレベル（成熟度）を取組みポイントとしてセルフチェックができるように設定し
ています。成熟の段階を踏みながら、ネットワークの成熟度を高めていくことが重要です。

(10)ネットワーク形成・持続化の取組みポイントとセルフチェック

要素 成熟度 状態（要チェック ☑）

戦略

レベル１  支援ネットワークとしての活動理念（ビジョン・コンセプト等）を設定している。

レベル２  活動理念の体現に向けて、中長期の活動計画を明確に定めている。

レベル３  測定可能で具体的な指標（KPI）を設定し、KPIに沿ってPDCAサイクルを回す仕組みを構築している。

マーケティング

レベル１  地域の中小企業等が抱える経営課題や人材ニーズの傾向を把握している。

レベル２  支援ネットワークが提供する支援サービスと、地域に既に存在する類似する支援サービスとの違いについて明確化（差別化）している。

レベル３  地域企業・地域社会等のニーズを組み込んだサービス提供を行い、ニーズの変化を踏まえ絶えずサービスを更新することができる体制を整備している。

ナレッジ
ノウハウ

レベル１  地域企業に価値を提供していく上で、支援ネットワークの担い手として期待される人材像やスキル、行動の定義を明確化している。

レベル２  上記の定義に基づき、支援ネットワークを運営する上で、必要な人員（質・量）を確保している。

レベル３  一部のキーパーソンに依存せず、支援ネットワーク全体で、ノウハウ・ナレッジを共有するための仕組み・環境整備（形式知化やツール化等）をしている。

財源

レベル１  支援ネットワークを維持・運営する上で必要となる年間の必要経費・支出の見込額が整理され、必要となる資金額が明確になっている(資金計画)を策定している。

レベル２  資金計画に基づいたマネタイズスキームの構築に取り組み、組織内部およびステークホルダー等との連携を通じて、年間必要経費を十分確保している。

レベル３  中長期的な運営に向けた安定的な財源確保の仕組みが構築されている。

共創関係

レベル１  地域のステークホルダーからのニーズ・期待を把握し、各ステークホルダーの特徴や強み・弱みも踏まえた上で支援の各ステップにおける役割分担をしている。

レベル２  それぞれのステークホルダーに対して、支援ネットワークに参画・応援・協力したくなるようなメリット・インセンティブ付けしている。

レベル３  会議体の設置や情報交換、成功事例の共有の機会を定期的に設けるなどステークホルダーの継続的な関与・コミットメントを引き出す活動・仕掛けを講じている。
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Who What How

レベル１(初期) 取組みがなされているが、場当たり的

レベル２(発展途上) 持続的な運営に向けた環境が整い始めている

レベル３(整備) 環境整備が進み、具体的活動が広がってきている



















２．「担い手の支援能力向上」の要点・示唆





(２)中核人材確保支援の実践のポイント

 人材活用ガイドラインの各STEPの実施事項を踏まえた実践のポイント（中核人材確保支援に取り組む上で有
効と考えられる要点およびベストプラクティス）について、以下の通り、整理しています。

＜STEP０＞
顧客開拓

人材活用ガイドラインの３STEP

• 経営課題を抱え
た企業の発掘

✓人材ニーズを
持ち、かつ人材
領域への投資
意欲・投資余
力があるター
ゲット企業の選
定・開拓を行う

✓STEP1を他機
関に依頼する
場合、人材
ニーズを持つ企
業情報（特に、
将来展望や経
営課題等）を
取り纏めてトス
アップする

✓経営者との信頼関係を構
築し、課題抽出ツールや過
去事例の知見を活用して
構築した仮説をもとに経営
者と対話しながら、経営者
の想いを引き出す

✓企業内の他担当者へもヒア
リングを行うことにより、経営
と現場の課題認識を合わせ
る

✓経営者の将来構想や経営
課題やその背景にある人材
課題の棚卸、具体化、優
先順位付け等を行う

✓STEP2を他機関に依頼す
る場合、収集した企業情報
を取りまとめてトスアップする

✓優先順位の高い経営課題
に対して、人材確保支援に
よらず、想定し得る解決策
を検討する

✓組織内外の専門家との意
見交換・情報交換などを行
い、解決策の仮説の妥当
性を検討する

✓人材で解決できない経営
課題に対しては、適切な経
営支援機関等に繋ぎ、課
題解決を後押しする

✓人材で解決できる経営課
題があれば、人材領域にお
ける良質な事例等を用い
て、具体的な解決までのイ
メージを示す

✓副業・兼業人材を含め、
それぞれの人材活用の
特徴を説明し適切な
サービス選定を促す

✓具体的な課題解決イ
メージや採用予定の人
材を活用することで得ら
れる効果を示すことで、
人材確保への意欲喚起
を行う

✓経営者へのヒアリングを
通じて、人材要件（求
人像、人材に求める期
待、役割や業務内容、
必須条件/希望条件）
を整理し、企業情報
シート等に取り纏める

✓情報共有用の資料を俯瞰し、
特定の事業者に限定せず、
要望に合致した人材支援会
社へ広く取り繋ぎを行う

✓内定者フォローや、採用した
人材の受入体制等にかかる
アドバイスを行い、定着支援
を行う

✓定期訪問等を通じて、課題
解決の進捗や採用した人材
の寄与・貢献のモニタリングを
行い、進捗が芳しくない場合
に、代替案を提示する

✓課題解決の目途が立った際、
新たな経営課題や人材ニー
ズの掘り起こしを行う

※1令和２年度「中核人材確保支援能力向上事業」事業報告書および複数の経営支援機関（地域金融機関、プロフェッショナル人材戦略拠点）で活躍している担い手へのヒアリング結果を踏まえ作成

＜STEP２＞
人材戦略の検討

• 人材課題に対するアクションプランの提
示、サービスラインナップの提供およびそ
の実行方法とゴールイメージの提示

※人材採用の場合
人材要件(役割・業務内容・求人像・求
人条件)の明確化、求人方法の提案

＜STEP３＞
人材戦略の実行

• 人材戦略を実行するための伴走支援
※人材採用の場合
人材支援機関への取り繋ぎ、候補人材
の募集、集客、紹介など

• 人材の活躍や定着に向けたアフターフォ
ロー、ヒアリングを通した課題解決状況
の把握と追加施策の検討

＜STEP１＞
経営課題と人材課題の見つめ直し

• 企業のビジョン・ミッション・バリュー、経
営課題等の確認・深堀・整理

• 対処すべき経営課題とその背景にある
人材課題の優先順位付け

人材戦略の検討を
支援するための
３STEP

人材確保における
実践のポイント※1

実施事項
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(４)支援能力の向上に向けて押さえておくべき要点

 担い手の支援能力の向上に取り組む上では、学んで終わりではなく、実際の現場業務で“実践する”ことを念頭
とした担い手育成に取り組むとともに、担い手の心理に応じたアプローチを心掛けることが重要です。

 具体的には、「Attention(知る)⇒Interest(関心を寄せる)⇒Desire(実践したくなる)⇒Action(実践する)」
の一連の流れを意識し、取り組むことが大切です。以下では、本事業で見られた一例を示しています。

担
い
手
の
心
理

(

陥
り
が
ち
な
ケ
ー
ス)

• 中核人材を活用することで解決でき
る地域企業の経営課題や支援方法
が分からず、関心が湧かない 等

• そもそも中核人材を確保する意義が
分からない

• 地域企業の経営課題を解決する手
段として中核人材確保支援があるこ
とを知らない 等

• 中核人材確保支援に取り組むことで
地域企業が得られる効果・メリットが
分からず、支援意欲が湧かない 等

• 地域企業に対して、中核人材確保
支援を実践したいが、実際に起こす
べきアクションが分からない  等

担
い
手
に
伝
え
る
内
容(

例)

• 中核人材確保支援で解決できる経
営課題の特徴/データ

• 経営課題の仮説立ての方法や、想
定される課題解決策、必要となる求
人像の検討方法 等

• 地域企業における人材不足の状況

• 人的資本経営における中核人材の
必要性

• 中核人材確保支援に取り組む上で
の基礎知識（３ステップ) 等

• 中核人材確保支援ににおける成功
事例(類似する業種・経営課題）

• 中核人材確保支援に実際に取り組
んだ担い手の声、または、実際に支
援を受けた地域企業の声  等

• 経営者との対話手法（トークスクリ
プト）や対話の留意点

• 経営者との対話で得られた情報や想
いを整理した上で、仮説を再構築す
る考え方や事例 等

Attention

(知る)

Interest

(関心を寄せる)

Desire

(実践したくなる)

Action

(実践する)
AIDA
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(５)支援能力の向上に向けた方法と具体策

 担い手の支援能力の向上に向けた具体策について、本事業を通じて有効と考えられた要点を以下の通り、「総
論」と「各論」で整理しています。担い手の支援能力向上に取り組む上で、参考にしてください。

イ
ン
プ
ッ
ト

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト

イ
ン
プ
ッ
ト

➢ 講義
➢ eラーニング
➢ ハンドブック

＜Plan＞
➢ ケーススタディー
➢ ワークショップ

＜Do＞
➢ 実際の企業を対象

とした支援の実践/
対話

＜Check/Action＞
➢ 専門家からフィード

バックを受ける

✓ 地域における人材不足の状況や人的資本経営における中核人材の必要性を訴求するとともに、中核人
材で解決できる経営課題の特徴/データを指し示す

✓ 講義等を通じて、中核人材確保支援に取り組む上での基礎知識（３ステップ）に対する理解を深めると
ともに、担い手に求められるスタンスや心構え、スキルについて理解を深める講義を提供する

✓ 類似する業種・経営課題の成功事例や中核人材確保支援に実際に取り組んだ担い手の声を参考に支
援イメージの解像度を高める

✓ 支援実践/対話を通じて良かった点、改善余地、改善策（案）について、OJT（座学）の内容を踏ま
えたフィードバックを受ける

✓ 経営者との対話で得られた情報や想いを整理し、仮説の再構築を行い、ネクストアクションを検討する

✓ ケーススタディー等を通じて、実際の企業情報をもとに、経営課題の仮説立ての方法、想定される課題解
決策、必要となる求人像の検討方法について理解を深める

✓ 担い手が実践を自分事として捉え、OJT終了後も継続した企業支援が可能となるように、OJTの対象企
業については担い手が担当している顧客（取引先企業）にする

✓ 課題解決策の提案ありきではなく、経営者との「対話」を意識した実践を行う

OFF

-JT

(座学)

On

-JT

(OJT)

✓ 訪問前の事前準備における仮説立てや実際の企業に対する支援実践・対話、訪問後の振り返りやネクストアクションの検討などPDCAを回すことが重要

✓ 「座学」→「OJT」の前段階として、実際にマッチングした体験談/成功事例を知る機会を設けることで、支援の全体像の把握が可能になるとともに、座学での
深い学びに繋がる

✓ 身に着けた知識・経験を組織に持ち帰った上で、本来業務でどのように活かすのか、本来業務の中でできること、できないことを整理しておくことが大切

✓ 担い手の所属組織（金融機関/商工会・商工会議所）の特徴（P49を参照）によって、人材確保支援の取り組み方が異なることを踏まえて、それぞれの役
割や担い手に求められる能力を整理した上で、提供するコンテンツ内容を検討することが重要

各論

総論

能力向上に向けた方法

Attention

Interest

Desire

Action

支援能力の向上に向けた具体策
AIDA

(イメージ)
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第３章 取組事例



１．「支援ネットワークの形成」の取組事例









































２．「担い手の支援能力向上」の取組事例



今年度
の取組
事例

担い手の支援能力の向上に係る取組事例（一覧）

 本年度事業を通じて実施された担い手の支援能力の向上に向けて、本事業における取組について、複数の事例
をご紹介します。ご関心のある取組事例をご覧ください。

Ｐ.73-74
事
例
１

参照頁

72

事
例
２

事
例
３

事
例
４

事
例
５

事
例
６

Ｐ.75-76

Ｐ.77-78

Ｐ.79-80

Ｐ.81-82

Ｐ.83-84

公益財団法人大阪産業局

実証機関

人材ニュース株式会社

株式会社地方創生

有限責任監査法人トーマツ

PwC Japan有限責任監査法人

公益財団法人ひょうご産業活性化センター

Ｐ.86

過
年
度
の
参
考
事
例Ｐ.87-88

講義/eラーニング/ハンドブック

＜Plan＞
ケーススタディー/ワークショップ

＜Do＞
実際の企業を対象とした支援の実践/対話

＜Check/Action＞
専門家からフィードバックを受ける

Ｐ.85

能力向上に向けた方法

過年度
の参考
事例

インプット

アウトプット

インプット

OFF
-JT

(座学)

On-JT
(OJT)

支援能力の向上に向けた具体策

スタートアップの人材支援が可能な担い手の育成

掲載事例の特徴・テーマ

ワンストップ型の副業人材活用支援が可能な担い手の育成

人材戦略支援が可能な担い手の育成

人材課題の伴走支援が可能な担い手の育成

支援機関の役割に応じた副業人材活用支援が可能な担い手の育成

パッケージ化したプログラムによる担い手の育成





＜狙い＞
経営課題の整理から人材要件の検討までの
プロセスや、マーケットの理解に基づいた採用
手法の検討などについて幅広く理解を促す。

＜実施内容＞
• 大阪産業局で実施する採用支援事業について
• 人材確保支援の考え方と進め方について
• スタートアップ企業の採用課題について
• マッチングプラットフォームにおける過去実績
• スタートアップの人材確保事例（採用・副業）

座学
プログラム
の内容

OJT
プログラム
の内容

＜狙い＞
スタートアップ企業を支援対象としたことで、ディープテックなど事業の特殊性が
高い企業も多い。その為、大阪産業局では採用戦略アドバイザーだけでなく、
スタートアップに知見の深いメンターを加え、企業のメンタリングをメンターから、
人材確保についてはアドバイザーからという形で役割を分担。
事前のブリーフィングや企業面談に必要に応じてメンターも同席して、支援を実
施。支援機関は提案の幅を広げるきっかけとなった。

＜実施内容＞
• 事前ブリーフィングの実施（担い手×大阪産業局）
• 個別企業面談同席（企業×担い手×大阪産業局）
• 進捗確認、振り返り（担い手×大阪産業局）

人材確保＝採用という認識が強く、ス
タートアップにおいての採用はハードルが高
いと考えていたが、副業など柔軟な確保
手段があることを知り、提案の幅が広がっ
た。

どうしても企業の考える人材ニーズを満た
すことにこだわってしまっていたが、経営課
題の整理と業務の切り出しをすることで、
人材要件も変更でき、人材確保の確率
が上がることが理解できた。

＜座学プログラム参加者の声＞

人材マーケットに対する知識がついたこと
で、企業の設定する人材要件と難易度、
予算に対するイメージができるようになった。

＜OJTプログラム参加者の声＞

「良い人を採りたいけどお金が無い、採用
に掛ける時間が無い」というのがスタート
アップ共通の悩み事。そんな課題に対し
て「痒い所に手が届く」ような支援ができ
るようになれば、更なる成長支援に繋が
る。
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担い手育成
の取組 公益財団法人大阪産業局の取組事例

過
年
度
の
参
考
事
例

事
例
１

事
例
２

事
例
３

事
例
４

事
例
６

事
例
５





＜狙い＞
企業支援の「手段（ソリューション）」として副業人材の活用を推進するため
に、副業市場の動向や活用の仕組みを理解しケーススタディを学習することで、
OJTに取り組む準備をする。
＜実施内容＞
講義：副業市場の動向、支援企業の課題整理、

 副業人材の募集～マッチングまで
ケーススタディ：過年度の支援事例の学習

座学
プログラム
の内容

OJT
プログラム
の内容

＜狙い＞
経営課題の明確化から副業プラットフォーム等に繋ぐまでの支援ステップを自
立的に実行できる担い手を一人でも多く育成する。
＜実施内容＞
支援企業に対する課題整理・募集する人材の要件定義・選考支援等につい
て、リアル、オンラインでの面談を通じて実践的に習得するとともに、人材選考
後の企業側のフォローも実施した。実践知を深めるべく、京都北都信用金庫
職員、商工会議所等職員の参加によるオンライン勉強会も追加実施した。

過年度の支援企業の経営者を招いた事
例紹介では、企業の支援ニーズや経営
者の思いをリアルに感じることができ、OJT
に取り組む際の参考になった。

立地や企業規模等の条件からフルタイム
人材の確保が難しい当地で、取引先企
業の課題解決に必要な専門能力を調
達する有効な手段として副業を理解した。

＜座学プログラム参加者の声＞

OJTで支援企業の課題整理や副業人
材の募集要件定義の流れを経験した。
普段の営業では聞くことのない話題や情
報に触れ、顧客企業をこれまでとは異な
る角度から理解することができた。

＜OJTプログラム参加者の声＞

担当する支援企業のOJTで、課題整理
から募集する人材の要件定義、選考ま
での一連の支援過程に参加することによ
り、副業人材を確保するための伴走支
援のフレームワークを習得できた。

担い手育成
の取組 人材ニュース株式会社の取組事例

事
例
１

事
例
２

事
例
３

事
例
４

事
例
６

事
例
５

過
年
度
の
参
考
事
例
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＜狙い＞
人材活用ガイドラインの基本方針やステップに即した人材戦略支援の実施に
向けて、より深い人材戦略支援のノウハウの浸透を図る。
＜実施内容＞
企業と接点を持つ金融機関の営業店行員を対象に、兼業・副業人材活用
についての理解を深めること、企業との対話において今後どのように活かせるか
考えることを目的にセミナーを実施し、担い手としての意識づけを行った。

座学
プログラム
の内容

OJT
プログラム
の内容

＜狙い＞
担い手にとっての成功体験と自信の獲得に繋げるべく、兼業・副業人材と地
域中小企業等とのマッチングプログラムを実施し、人材確保支援における 
STEP の一連のプロセスを体験し、実践する。
＜実施内容＞
①企業に対する課題の要件定義(ヒアリングの同席)
②課題のヒアリングやニーズを明確にするためのフィールドワークの開催
③兼業・副業人材活用に対する理解の習熟度をベースとした個別面談実施

兼業・複業人材の活用に関心のある企
業がいるので、今後相談したいと思う。

有効な取組であることを認識しつつも、自
社内での他の取組と優先順位をつけ、検
討していく必要がある。

＜座学プログラム参加者の声＞

兼業・副業人材の活用について、企業の
経営者にも自信をもって紹介が出来、企
業にとっても安心して参加していただけた
のではないかと感じている。

＜OJTプログラム参加者の声＞

実際にフィールドワークで企業と人材のや
りとりを見学し、自身が予想していたより
も兼業・副業人材の活用ニーズがあるこ
とに気づいた。

＜座学プログラムの様子＞

＜OJTプログラムの様子＞

担い手育成
の取組 株式会社地方創生の取組事例

事
例
１

事
例
２

事
例
３

事
例
４

事
例
６

事
例
５

過
年
度
の
参
考
事
例
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＜狙い＞
・課題抽出、戦略分析・立案から実行支援までを支援するためのスキル習得
＜実施内容＞
①中小企業支援の問題点
②担い手に必要なスキル
③課題抽出プロジェクト※（座学、ロールプレイング）
④課題解決プロジェクト
⑤グループ討議

※ 「課題抽出プロジェクト」
中小企業の現場が主体となって、戦略分析・立案等ができるように開発されたコミュニケーショ
ンツール。コーディネーターが、現場で働く従業員が主役としながら、コーディネーターは現場の
様々な意見を引き出して整理し、自社の課題が何かという気付きを促すプログラム。
また、従来の手法に加え、初学者でも取り組みやすいデジタル版を開発した。

座学
プログラム
の内容

OJT
プログラム
の内容

＜狙い＞
・座学での学びを基に、課題抽出プロジェクトを実践し、担い手のスキル向上
を図る。
＜実施内容＞
①対象企業の発掘
②対象企業の経営者への事前ヒアリングの実施
③課題の設定と実行伴走人候補者(副業人材)の選定
④対象企業への課題抽出プロジェクトの実施

日頃顧客訪問で課題抽出に苦労してい
るが、研修に参加したにより一つの道筋が
見えた。
また、副業人材が一緒に参加することで、
実際の支援をイメージすることができた。

課題抽出プロジェクトにデジタルを取り入
れた内容に驚いた。アナログとデジタルの
良い所を上手く取り入れた新たな手法だ
と期待している。

＜座学プログラム参加者の声＞

会社全体を俯瞰的に見ている経営者と
現場の従業員では、目線が全く異なって
おり、その目線合わせの機会が「課題抽
出プロジェクト」であると感じた。
この仕組みや考え方を広げることについて、
金融機関も大きな役割を担っていると感
じた。

＜OJTプログラム参加者の声＞

経営者と従業員が主体となって、自社の
経営課題を可視化、課題を設定し解決
に向けた取り組みを右腕人材と支援機
関が側面支援し、自走化させる有効な
支援手法であると感じた。

公益財団法人ひょうご産業活性化センターの取組事例
担い手育成
の取組

事
例
１

事
例
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事
例
３

事
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例
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- Appendix -
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ガイドライン・ツール・事例集等のご紹介

経済産業省では、「中小企業・小規模事業者人材活用ガイドライン」、「中小企業・小規模事業者の人材活用事
例集」等を作成しています。中小企業に対して、人材確保支援を行う上で、取組の参考にしてください（詳細は中小
企業庁HP、経済産業省HPをご参照ください）。

中小企業・小規模事業者人材活用ガイドライン

中小企業・小規模事業者の人材活用事例集

中小企業・小規模事業者が抱える日々の経営課題の背景にある人材課題を解決するため、経営戦略と人材戦略の一体的な取
組を推進するガイドラインです。このガイドラインは、人材戦略の検討を３ステップで整理し、支援機関が中小企業に伴走しながら、
人材活用に関する課題解決を目指す際に活用することを想定しています。また、経済産業省のYouTubeチャンネルではガイドライ
ンの解説動画を掲載しています。

【中小企業の経営者の皆さまへ】https://youtu.be/yrEYPkEi0y8
【経営支援機関の皆さまへ】https://youtu.be/X8CxkavzHcw 

経営戦略と人材戦略に一体的に取り組
み、成果を上げた事業者を紹介する事例
集です。
また、ミラサポplus（中小企業庁）では、
業種・企業規模・地域など、さまざま角度
から検索ができます。

90

「地域の人事部」の定着に向けたヒント集

民間事業者等が、地方公共団体・金融
機関・教育機関・業界団体・経営支援
機関等と連携し、「人材」を課題としてい
る地域の企業群に対して、将来の経営
戦略実現を担う人材の獲得及び域内で
のキャリアステップの構築等の支援をシー
ムレスに行う取組（地域の人事部）を
推進していく上での実践ポイントをお伝え
しています。


